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研究成果の概要（和文）：本研究は、 日本・中国・韓国・台湾を中心とする東アジアの持続可能な未来に向け
たエネルギー・環境・資源利用関連制度改革の方向性を明らかにすることを目的とした。その際に本研究は、 
各国のパリ協定２℃目標達成のための環境・エネルギー・資源政策が、2050年までの中長期的に環境と経済に与
える影響評価を、 E3MEマクロ計量経済モデルとFTTボトムアップ技術選択モデルにより、定量的に評価し、関連
制度改革の当為性を評価する尺度として活用した。 

研究成果の概要（英文）：The objective of this book was to clarify the direction in which systems 
related to energy, the environment and resource use in East Asia should change in order to achieve a
 sustainable future. Toward this end, we quantitatively analyzed the impact that environmental, 
energy and resource use policies aimed at achieving the 2°C goal set forth in the Paris Agreement 
has on the environment and the economy in the medium- and long-term up to 2050 using the E3ME global
 macro-econometric model and the FTT bottom-up technology choice models, and used the results as a 
gauge for analyzing the efficacy of various changes to relevant policies. 

研究分野：環境経済・政策学

キーワード： 東アジアのエネルギー・環境問題　低・脱炭素社会　越境大気汚染　原子力リスク　E3MEマクロ計量経
済モデル　低炭素技術革新　FTT技術選択モデル　東アジアエネルギー環境共同体

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の考察から、東アジアでの持続可能な低炭素社会、そして環境エネルギー面で安全な社会が保障される
ためには、少なくとも日中韓で緊密な政策協調と共同の取り組みは、必須の条件であることが明らかになった。
本研究の考察より得られた知見から、原発リスク問題（エネルギーの安全問題）、気候変動問題（低・脱炭素社
会問題）、そしてPM大気汚染問題（環境安全と健康問題）の３つ問題について現状認識と政策方向性が示され
た。東アジアが、環境上も経済活動上も地政学的にも複雑な相互関係がある共同体であるという認識を重視し、
問題認識や価値の共有に重きをおくべきである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 

東アジアでは、エネルギー利用とそれに関わる温室効果ガス排出の問題だけでなく、鉱物

資源の大量消費と枯渇問題、水資源不足と利用の偏在性問題（仮想水を含む）、廃棄物そし

て土地生産性低下と農林業への影響といった問題も浮上している。これらの問題は、資源ナ

ショナリズムを生むなど東アジアの持続可能な未来を大きく脅かしており、各国の国境を

超えた地域レベルの取組みが喫緊の課題となっている。またエネルギー、水および鉱物資源、

そして土地の利用過程で排出される温室効果ガスや各種の汚染物質は、気候、農業生産、健

康に悪影響を与えており、さらに生物多様性や社会・文化にまでも影響を及ぼしている。こ

れらの問題は、相互密接な関連を持っており（たとえば、エネルギー、資源、水消費の相互

性、農業生産とバイオマス資源の土地利用を巡る競合性など）、エネルギー、資源、環境な

ど総合的な視点からの問題把握と解決への処方箋が欠かせない。 

 

２．研究の目的 

 

本研究は、日本・中国・韓国・台湾を中心とする東アジア諸国の持続可能な未来に向けた

エネルギー・環境・資源利用関連の制度改革の方向性を明らかにすることを目的としている。

そのために本研究では、パリ協定で示された２℃目標達成に向けて、各国の環境・エネルギ

ー・資源政策が 2050 年までに環境と経済にどのような影響を及ぼすのかを、E3ME マクロ

計量経済モデルと FTT ボトムアップ技術選択モデルを用いて、以下のような３点を明らか

にした。第１点目では、東アジア諸国で持続可能な低炭素経済を実現するには、どのような

電源構成であるべきかを明らかにしている。第 2 点目では、東アジア諸国の産業、交通の側

面で低炭素社会に向けた技術革新の可能性を明らかにした。第 3 点目では、東アジアの急速

な工業発展を支えてきたエネルギー、資源の持続可能な利用に向けた制度改革の方向性に

ついて明らかにしている。 

 

３．研究の方法 

 

本研究は、大きく３つのテーマ（エネルギー・産業転換、資源・土地利用、制度設計）と

関連する６つの研究課題（①モデル構築、②エネルギーシステム、③産業技術転換、④資源

利用、⑤農業・土地利用、⑥制度設計・政策協力）で構成されている。まず、初年度と２年

度目に、研究課題の相互関連性と制度改革の効果を定量的に測定するために、E3ME-Asia

モデルに接続する４つの FTT サブモデルを構築し、なりゆきケース（BAU）と比較するた

めの多様な政策シナリオを設定した。研究 3、4年度目には、総合モデルによる政策シミュ

レーションを行い、その結果を用いて、エネルギー・資源、土地利用の持続可能な未来を向

けた大転換を促す制度改革案を示した。研究方法としては、課題別の 6つの研究班が、相互

に緊密な連携を維持しながら研究成果をまとめた。 

 

４．研究成果 

 

本研究の成果は、下記の英文本として集大成された。 

Lee, Soocheol/Pollitt, Hector/ Fujikawa, Kiyoshi (Eds) (2019)Energy, Environmental and 

Economic Sustainability in East Asia – Policies and Institutional Reforms, London/New York: 

Routledge (Routledge Studies in Sustainability). 



この本は、以下の３部として構成されている。 

第１部では、東アジア諸国で持続可能な低炭素経済を実現するには、どのような電源構成

であるべきかを明らかにしている。すなわち第 1 部では、東アジア諸国で原子力発電（原

発）と石炭火力発電の規制（例えば、両電源の現状維持ケース、漸減ケース、脱原発・石炭

火力ケースなど）、そして炭素税と 固定価格買取制度（FIT）の単独政策とこれらのポリシ

ーミックスが実施される場合に、2050 年までの経済(GDP、雇用、貿易、物価など)と二酸化

炭素排出に与える影響を上記モデル分析により定量的に評価した。その結果、いずれの国に

おいてもこれらのポリシーミックスは、再生可能エネルギーおよび省エネルギー関連投資

促進（すなわち、低炭素投資と関連技術革新の促進）、エネルギー輸入の縮小などにより、

経済に大きなネガティブな影響を及ぼすことなく、２℃目標を達成できると結論づけてい

る(Table 1)。 

 

Table 1: CO2 emissions and economic impacts relative to baseline to meet 2 ℃(S3) and 

decarbonization scenario(S4) in 2050 (China, Japan, Korea and Taiwan, Differences from 

baseline in 2050, %) 

 China Japan Kore Taiwan 

 S3 S4 S3 S4 S3 S4 S3 S4 

Power sector CO2 emissions -87.6 -67.7 -76.4 -74.8 -65.4 -66.1 -100 -100 

Total CO2 emissions -61.0 -61.0 -66.9 -66.9 -58.8 -59.4 -77.0 -76.6 

GDP 0.2 -1.1 -0.4 -1.2 -0.3 -0.7 -2.8 -3.6 

Employment 0.0 -0.8 -0.2 -0.5 -0.8 -1.0 -0.6 -0.8 

Consumer spending -0.2 -2.2 -1.9 -3.2 -0.5 -0.9 -6.6 -8.1 

Exports 0.0 -0.5 -0.1 -0.3 -0.1 -0.7 0.0 -0.4 

Imports 0.2 -0.7 -7.9 -9.0 -0.1 -0.6 0.2 -0.1 

Investment 0.9 -1.1 -1.4 -2.5 0.4 0.2 2.2 1.6 

Inflation 

 (consumer price) 
0.2 1.2 2.0 3.2 10.1 10.9 9.8 11.9 

Electricity price 27.3 30.8 28.9 22.8 41.7 34.9 85.3 89.9 

Carbon tax (US$2010/tCO2) 7.3 960.6 727.6 960.6 873.2 960.6 776.1 960.6 

Source: Estimated by Cambridge Econometrics for this study. 

 

第2部では、東アジア諸国の産業、交通の側面で低炭素社会に向けた技術革新の可能性を

明らかにした。温室効果ガス削減目標を炭素税などカーボンプライシングのみによって達

成しようとした場合には、高税率での炭素税の導入が不可欠となり、政治的に受容されるの

が困難なだけでなく、経済にもかなりネガティブな影響を与えかねない。そこで第2部では、

産業（特に鉄鋼産業）、交通（自動車部門）、ビル（熱・空調部門）部門で政治的に受容可

能な低率の炭素税（たとえば2050年までに二酸化炭素1トン当たり3000円～5000円ほど）と

多様な低炭素対策のポリシーミックスが実施された場合に、2050年までに環境と経済にど

のような影響を与えるのかを、同じくE3MEモデルを用いて定量的に評価している(交通部

門については、Figure 1を参照)。その結果、上記の３つの部門で、低炭素補助金（電気自動

車補助金など）、及び低炭素規制（石炭火力規制、燃費規制など）が効果的にデザインされ

た場合、政治的な理由で妥協した低水準の炭素税であっても、各部門での低炭素技術促進に

より経済活力が失われることなく、２℃目標達成が可能であることを明らかにしている。具



体的には、中国と台湾のGDPは2050年までにベースラインより0.5%ほど微減するが、日本と

韓国ではむしろ 1〜1.5%増加すると予測されている。  

 

 

 

Source: Estimated by Cambridge Econometrics for this study. 

Figure 1: Demand of passenger transport (in Mpkm/year) according to different types of 

passenger vehicle in the four East Asian countries under the baseline (S0) and three policy 

scenarios (S1-3) 

 

第3部では、東アジアの持続可能な未来に向けて、資源、水、越境汚染を制御する政策協

力のあり方について検討している。第3部では、東アジアの急速な工業発展を支えてきたエ

ネルギー、資源の持続可能な利用に向けた制度改革の方向性について分析している。また、

東アジアで発生しているPM2.5などの越境大気汚染の現状とそれが人間の健康に及ぼす影

響、そしてその被害を最小限に抑制するための東アジアの新しいガバナンスの構築につい

てもE3MEモデルを用いて定量的に評価している（Table 2）。結論として、資源枯渇と資源

利用による環境影響の両面で影響を抑えるためには、これらを内部化する資源税の導入が

必要であり、バーチャルウォーターの越境移動についても水源保全税の必要性を明らかに

している。そして越境汚染に対しては、東アジア諸国で緊密な政策協力ができるように法的

根拠を伴うガバナンスの構築（例えば、各国の首脳級を共同議長とする東アジア環境エネル

ギー安全協議体の設置）を提案している。 

 

 



Table 2: Amount of pollutant emissions by source type at Baseline and decarbonization 

scenario(S1), and costs avoided and its share of the projected GDP. 

 

Pollutant 

Baseline 

(kt/y) 

S1 

(kt/y) 2030 2050 

2030 2050 2030 2050 

Costs 

avoided   

(bn US$) 

GDP 

(%) 

Cost  

avoided 

(bn US$) 

GDP 

(%) 

Ja
p
an

 

P
G

 e
m

is
si

o
n
s 

SO2 855 1013 291 182 23.70 0.5 34.87 0.6 

NOx 1008 1194 343 215 16.30 0.4 23.99 0.4 

PM2.5 17 20 6 4 0.56 0.0 0.83 0.0 

T
P

 e
m

is
si

o
n
s SO2 12 11 11 9 0.02 0.0 0.05 0.0 

NOx 475 438 457 372 0.11 0.0 0.42 0.0 

PM2.5 20 18 19 16 0.58 0.0 2.26 0.0 

C
h
in

a 

P
G

 e
m

is
si

o
n
s 

SO2 23720 29094 6140 3716 418.60 4.1 604.29 3.0 

NOx 9890 12130 2560 1549 117.77 1.1 170.01 0.8 

PM2.5 935 1146 242 146 20.73 0.2 29.92 0.1 

T
P

 e
m

is
si

o
n
s SO2 287 238 233 201 0.24 0.0 0.16 0.0 

NOx 4862 2883 3672 2434 1.09 0.0 0.41 0.0 

PM2.5 439 328 345 274 11.65 0.1 6.79 0.0 

K
o
re

a 

P
G

 e
m

is
si

o
n
s 

SO2 377 443 102 33 9.61 0.7 14.35 0.7 

NOx 390 459 106 34 7.23 0.5 10.79 0.5 

PM2.5 49 57 13 4 1.62 0.1 2.42 0.1 

T
P

 e
m

is
si

o
n
s SO2 20 29 18 18 0.05 0.0 0.22 0.0 

NOx 854 1234 757 784 0.42 0.0 1.91 0.1 

PM2.5 20 28 17 18 1.22 0.1 5.58 0.3 

Note: 1.Whereas the IMF distinguishes the costs caused by emissions between those from coal-based 

and gas-based power plants, we combined them into one category, i.e. power generation (PG), by 

averaging the cost impacts of both. 

2.PG emissions, smokestack GHG emissions due to power generation. 

3.TP emissions, transportation GHG emissions (e.g. by vehicles, rail, etc). 

Source: Authors’ own calculation, based on E3ME model outcome and monetized damage as 

calculated by IMF (2014).  
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